






申 請 書 様 式





沖縄イノベーション・エコシステム共同研究推進事業
委託業務
【シーズ育成型（初期段階・若手）】







締切：令和７年５月２日（金） １５時必着








申請書作成要領

１　申請に必要な書類を揃え、別添の申請書様式に必要事項を記入し、郵送もしくは持参してください。

２　申請書について それぞれの様式に記載されている説明文･注意書きをよく確認のうえ、作成してください。


	書類の種類
	内容
	印刷方法
部数

	様式1 基本情報
	課題名、課題概要、申請者等の情報を記載
	片面印刷
１部

	様式2 研究開発課題の内容
	申請課題の内容、目標と研究開発内容、実施体制、研究開発費を記載
	片面印刷
１部

	様式3 パワーポイント
	事業概要パワーポイント
	２in１で
片面印刷
１部

	上記ファイルを保存した電子媒体
	CD-R、USBメモリ等
	１枚



３　提出にあたっての注意事項

①　申請書は様式に従い、簡潔かつ要領良く作成してください。

②　申請に当たっては、必ず研究開発に参画する全ての機関の事前了解を得ておいて ください。なお、所属する大学等において、知的財産関連部門、あるいは産学連携関連部門等が設置されている場合は、当該部門の了解も得てください。

③　締切後、提出いただいた書類の返却、差し替え、追加、変更等には応じられません。

④　申請書は全てＡ４サイズ（縦向き）とし、１ページに１枚で印刷し、ホッチキス等で固定せずに、ゼムクリップやクリアファイルなどで仮留め願います。














（様式1： 基本情報）　※申請書中の例示・注釈文（赤字等は申請時に削除してください）
令和７年度
沖縄イノベーション・エコシステム共同研究推進事業　委託業務　
シーズ育成型（初期段階・若手）応募申請書

１　基本情報（必須）（公開対象：「研究テーマ名」）

	研究テーマ名
	

	研究テーマ
概要
	※ 分野について下記のいずれかから選択して、ご記載ください。
※ 当該研究開発テーマの概要を、記載してください。
※ 図、表の使用は不可です。



	分　野
	「ライフサイエンス」・「環境」・「エネルギー」・「農林水産」・「情報通信」・「ナノテク・材料」・「ものづくり技術」「社会課題」
	研究開発期間注１
	令和７年７月～令和９年２月末


注1 令和７年度の研究開発期間は令和７年７月～令和８年２月末日までを想定してください（開始時期については手続き等により前後する場合があります）。
２　申請者情報
1 プロジェクトリーダー情報（必須）（公開対象：「所属機関名」、「研究責任者氏名」）

	所属機関名
	

	研究責任者氏名　年齢
	
	研究責任者
フリガナ
	

	所属部署　役職
	
	博士取得後の年数
	

	郵便番号
	
	住所
	

	TEL
	
	FAX
	

	e-mail
	



注２　関係機関が複数ある場合は、研究者情報を下記の空欄にお書きください。
	所属機関名
	

	研究責任者氏名
	
	研究責任者
フリガナ
	

	所属部署
	
	役職
	

	郵便番号
	
	住所
	

	TEL
	
	FAX
	

	e-mail
	



（様式2：研究開発課題の内容）

研究開発課題の内容
※ Ⅰ及びⅡについて、4枚（A4片面）を上限にまとめてください。

Ⅰ. 申請課題の内容

1）将来的な産業振興や社会課題解決を目指した研究の内容（必須）　　　　　　　　
※　本申請において解決の対象とする将来的な産業振興や社会課題解決するための研究を記載してください。









2）これまでの研究成果・研究シーズ（必須）
※ 研究を推進するための大学等の研究成果（本申請による研究開発の基礎となる研究シーズ）を具体的に記載してください。










3）申請課題の独創性（新規性）及び優位性、発展性（必須）
※ 申請課題の独創性、新規性あるいは他の研究に対する優位性、発展性を、先行技術と比較した場合の技術内容の違い、技術内容の有効性、独創･優位である根拠等の観点から記載してください。









Ⅱ. 研究開発目標と研究開発内容

　研究開発期間で達成しようとする研究開発目標及び内容について記載してください。

1） 目標（必須）
【年度ごと（２年分）の達成目標も併せて記載すること】　　　　　　　　






2）研究開発内容（必須）　　　　　　　　


※ 「研究の経緯」「研究成果（わかった事）」「解決すべき課題（まだわかっていない事）」「将来展開（想定される用途、利用分野）」等について言及してください。






3）知的財産権およびノウハウの活用方法の構想について　　　　　　
※ 研究開発期間中に知的財産権およびノウハウの獲得、活用方法の構想があれば記載してください。



Ⅳ. 研究開発費
1）委託研究開発費の合計（単位：千円）（必須）　　　　　　　　　　　　
	
	直接経費
（税抜）
	一般管理費
（税抜）
	再委託費
（税抜）
	消費税
	合計

	令和７年度
	
	
	
	
	

	令和８年度
	
	
	
	
	


　注　年度あたり合計を1,000千円以内で作成してください。



2）委託研究開発費の機関毎の内訳（必須）　　　　　　　　



【機関名：　　　　　　　　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年度　○○○大学


	費目
	税抜金額(千円)
	主な使途

	



直
接
経
費
	人件費（注１）
	0,000
	・
・

	
	旅費
	0,000
	・
・

	
	消耗品費
	0,000
	・
・

	
	その他経費
	0,000
	・
・

	
	外注費（注２）
	0,000
	・
・

	
	A 小計
	0,000
	

	B　一般管理費（注３）
	0,000
	（直接経費―外注費注3）の10％以内

	C　再委託費（注４）
	
	

	D　消費税
	
	（A＋B＋C）の10％

	合 計(A+B+C+D)
	0,000
	· 



※ 大学等が複数ある場合は表を追加し、総括表と合わせて記載ください

※ 各項目全て千円未満の端数が発生した場合は、切り捨てて千円単位で記載してください。

（注1）大学等で雇用するポスドク、研究補助員等の従事率に応じた人件費等。

（注2）研究開発に直接必要なデータ分析等の請負業務を仕様書に基づいて第三者に業務を実施させる（外注する）際の経費を記載してください。原則として、直接経費の30%以内を目安とする。30%を超える場合は事前に県の承認を得ることが必要。

（注3）一般管理費は、原則として直接経費から外注費を減じた金額の10%以内で計算する。採択された場合には、その他経費の内訳により直接経費から減じる場合がある。

（注4）申請機関より別の研究機関へ研究の再委託を実施するための経費です。（原則として、契約金額の 50%以内とする。50%を超える場合は、事前に県の承認を得ることが必要）。
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